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問題意識と先行研究

大学の研究基盤を支えるのは、「ヒト」・「モノ」・「カネ」
先行研究では
・今までの科学技術政策研究において、公的研究費（カネ）とアウトプットとの関係、研究者（ヒト）と

アウトプットとの関係については、様々な指標に基づいて分析が実施されていた。
しかし研究基盤を支えるもう一つの「モノ」については、あまり議論がなされていない。

・大学の財務分析の研究においても、大学全体の経営分析は行われていたが、
「モノ」に着目した研究はほとんど行われていない。

→今回の発表では、公表情報に基づいて、
「モノ」である国立大学法人の施設・設備の現状と課題について問題提起を行う。

施設について

設備について

国立大学法人の施設（建物など）は、
法人化当初の建物が更新できず老朽化している。

国立大学法人化以降も設備（機械・研究機器）などは増加をしつつあるが、
維持管理の問題が生じたり、設備の共用化が課題となっている。

【留意点】本分析は、研究機器に着目をすることを意図して、附属病院の影響を排除するため、工業大学
をサンプルとして抽出し、公表された情報により分析を行っております。
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【エビデンス】設備の動向（国大法人と私学の比較）
国立大学法人の機械・工具器具備品の動向

私立大学（医歯系法人除くの機器備品の動向）

（出典）科学技術・学術政策研究所による86国立大学法人の財務諸表を用いた研究活動の実態把握に向けた試行的な分析

（出典）「今日の私学財政」より、当方が試算したもの

国立大学法人の機械・工
具器具備品は右肩上がり

で増加している。

私立大学の機器備品類は
この１０年大きな変動は

ない。
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【財政構造】国立大学と私学の財政構造比較（東工大と芝浦工大の比較）

【東京工業大学（平成２９年度）】
【芝浦工業大学（平成２９年度）】

資金面での余裕は
あまりない。
（１６９億円）

自由に使える
余剰金もない。 基本金以外にも施設設備に使え

る資金が積み立てられている。
（２７３億円）

「基本金」として、
施設設備のために繰
り入れている。
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→私立大学では、
「積立率」をもっ
て、経営判断を
行っている。

【財政構造】私学の経営判断指標＝「積立率」 ４



【エビデンス】積立率の比較（第3類型、宮崎大、大学共同利用機関法人）
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【数字の見方】
・青＝大学の固定資産のすべてを、更新する資金がどれだ

け積み立てられているか？
・オレンジ＝大学の固定資産のうち、国からの財政担保が
確約されていない資産のすべてを更新する資金がどれだけ

積み立てられているか？

【分析の結果】
私立大学の指標である「積立率１００％以上」について、

損益内の減価償却をしている資産だけに限っても、
一橋大学しかクリアできていないことがわかった。
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【財政構造】でも。。

・「積立率」とは
前提として、大学のすべての資産を、取り換え更新することを前提に、会計上
「減価償却」の処理を行っている。減価償却をすることにより、大学に内部留保
をして取り換え更新がなされる。

↓
・今の国立大学の資産のすべてを維持する必要があるのか？？
→法人化から右肩あがりで資産が増えている現状は異状。

・そもそも減価償却が内部留保につながっているのか？？

資産を取替更新する必要がない既存資産が多く、
内部留保もできないなら、

減価償却という行為もあまり意味をなさない！！

６



【財政構造】国立大学になぜ資産がたまっていくのか？

大学運営費での購入 外部資金での購入（科研、受託）

大学運営費での購入
※減少傾向

法人化時点

現在 外部資金での購入（科研費、受託）
※増加傾向

大学運営費で購入した資産 外部資金で購入した資産
購入 ・大学内で後年度の財源が担保されていれば、

リースも組みやすい。
・リースが組みにくいので、研究機器など
の購入に頼らざるを得ない

維持管理 ・大学全体の維持管理コストを運営費で確保
の必要あり

・外部資金の財源がなければ、維持管理を
大学運営費でやらなくてはならない。

除売却 ・大学全体の廃棄コストを運営費で確保する
必要あり

・廃棄などをする経費がないので、いつま
でも放置するしかない。
・受託や補助での購入資産は処分に制約有

【財源別の資産の課題】

大学の財政構造の外部資金化が進んでいる

外部資金で購入したものを、大学運営費で賄わなければならない構造。
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（出典）総合科学技術会議 評価専門調査会 平成16年4月21日

【財政構造】ファンディングと研究基盤の関係 ８



【財政構造】施設・設備の財源別の特徴

財源 施設
購入

施設
維持管理

施設
廃棄

施設
更新

設備
購入

設備
維持管理

設備
廃棄

設備
更新

運営費
交付金

△
財源次第

〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇

授業料 △
財源次第

〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇

科研費
直接

× × × × 〇 △
（期間内のみ）

× ×

受託研究
直接

△
財源次第

△
(期間内のみ)

× × 〇 △
（期間内のみ）

× ×

共同研究
直接

△
財源次第

△
(期間内のみ)

× × 〇 △
（期間内のみ）

× ×

補助金 〇 △
(期間内のみ)

× × 〇 △
（期間内のみ）

× ×

外部資金
間接経費

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

寄付金 〇 〇 〇 △
寄付目的次第

〇 〇 〇 〇

目的積立金 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

施設・設備の廃棄・更新が使える財源は、間接経費・寄付金・目的積立金くらいしかない。
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【財政構造】目的積立金とはそもそも何なのか？？

経営努力の認定は各大学の立証責任がある

経営努力認定を行うに当っては、損益計算書（年度計画の収支計画とほぼ同じ）の各
項目毎の損益の発生内訳、経営努力認定を受けようとする額、学生収容定員に対
する在籍者の割合、また、特に成果進行基準を適用している事業について行うべ
き事業を行ったことを確認する必要があるため、別途、各国立大学法人において資
料作成を依頼する。

目的積立金と経営努力認定

剰余金（準用通則法第44条第1項に定める残余）の翌事業年度への繰り
越し（準用通則法第44条第3項）に係る文部科学大臣の承認については、
剰余金がある場合、各国立大学法人は経営努力により生じたものである
ことを説明し、同条第4項の規定により文部科学大臣は国立大学法人評
価委員会の意見を聴取し、国立大学法人法第36条第4項の規定に基づき
財務大臣と協議のうえ経営努力認定を行うこととされている。

（出典）新潟大学資料より

これが目的積立金のこと

「現金の裏付けがある利益」 （出典）九州大学財務レポートより

「決算剰余金の翌事業年度への繰り越しについて」（平成17年文部科学省高等教育
局国立大学法人支援課事務連絡）において、目的積立金は、見返りの資産として現
金の裏付けがあり、事業の用に供することが可能な額に限り、計上することができる
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【財政構造】減価償却と資金積立の構造（共同研究）

事例）共同研究収入１００で、研究機器１００を購入し、減価償却をプロジェクト期間の４年間（毎年２５）で行った場合

私
立
大
学

国
大
法
人

損益計算書
費用 収益
減価償却
２５

共同研究収益
１００

貸借対照表
資産 負債

固定資産
７５

繰越収支差額
７５

減価償却引当
特定資産２５

損益計算書
費用 収益
減価償却
２５

共同研究収益
１００

貸借対照表
資産 負債

固定資産
７５

利益剰余金
７５

見かけ上の利益であり、
目的積立金としても
認定されない。

結果、次の財源が担保される
まで、更新できない。

減価償却分を上限として、
資金を積立することが

できる。
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【財政構造】減価償却と資金積立の構造（寄付金ー使途特定処理）

事例）寄付金収入１００で、研究機器１００を購入し、減価償却を４年間（毎年２５）で行った場合

私
立
大
学

国
大
法
人

損益計算書
費用 収益
減価償却
２５

寄付金収益
１００

貸借対照表
資産 負債

固定資産
７５

繰越収支差額
７５

減価償却引当
特定資産２５

損益計算書
費用 収益
減価償却
２５

資産見返寄付
金戻入２５

貸借対照表
資産 負債

固定資産
７５

資産見返
寄付金
７５

資産見返寄付金として負債
計上されており、内部留保

ができない。

結果、次の財源が担保される
まで、更新できない。

減価償却分を上限として、
資金を積立することが

できる。
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【財政構造】減価償却と資金積立の構造（科研費間接経費）

事例）科研費間接経費収入１００で、研究機器１００を購入し、減価償却を４年間（毎年２５）で行った場合

私
立
大
学

国
大
法
人

損益計算書
費用 収益
減価償却
２５

研究関連収入
１００

貸借対照表
資産 負債

固定資産
７５

繰越収支差額
７５

減価償却引当
特定資産２５

損益計算書
費用 収益
減価償却
２５

研究関連収入
１００

貸借対照表
資産 負債

固定資産
７５

利益剰余金
７５

見かけ上の利益であり、
目的積立金としても

経営努力認定されない。

結果、次の財源が担保される
まで、更新できない。

減価償却分を上限として、
資金を積立することが

できる。
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【提言】更新資金として資金をプールできるよう、明確化する必要がある

事例）科研費間接経費収入１００で、固定資産８０を購入し、減価償却を４年間（毎年２０）で行った場合

目的積立金
の場合

(現行制度)

損益計算書
費用 収益
減価償却
２０

研究関連収入
１００

貸借対照表
資産 負債

固定資産
６０ 目的積立金

上限２０

損益計算書
費用 収益
減価償却
２０

研究関連収入
１００

貸借対照表
資産 負債

固定資産
６０ 引当特定積立

金 上限２０

研究関連収入のうち、一部を余らせ
「目的積立金」として積立する。

研究関連収入のうち、一部を余らせ、
引当特定資産・積立金として、
学内外に積立を明確化する。

更新投資用に資金の余剰を、資産として積立できるようにすべきではないか。
（ただし本当に更新投資が見込まれるものに限るべき）

引当特定
資産を導入
した場合

引当特定資産
上限２０

うち余剰２０

うち余剰２０
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外部資金で研究設備（1000万）についての購入手続きについてのプロセスの違い

予算
立案

A

国
立
大
学

B

私
立
大
学

外
部
資
金
の
申
請

外
部
資
金
の
申
請

（
予
算
申
請
時
に
計

画
表
・
機
器
比
較
購

入
理
由
書
を
提
出
）

予算
査定

外
部
資
金
購
入
の

設
備
に
査
定
し
な
い

外
部
資
金
研
究
計
画
全
体
と

併
せ
て
設
備
含
め
査
定

（
既
存
設
備
状
況
確
認
に
よ

り
更
新
の
場
合
は
廃
棄
）

購入
依頼

教
員
か
ら
契
約
依
頼

法
人
本
部
で
機
器
先

選
定
・
契
約

確認
手続

財
源
で
の
購
入
可
否

予
算
化
有
無
の
確
認

購入

契
約
部
署
で
の
購
入

法
人
本
部
で
購
入
・

部
署
に
移
行

予算編成 購入手続き

更新

既
存
設
備
の
確
認
無
し

設
備
更
新
の
際
、

既
存
設
備
の
廃
棄
も

検
討
（
既
存
研
究
の

実
績
も
確
認
）

不要
決定

・
教
員
の
依
頼

・
引
っ
越
し

な
ど

・
現
物
確
認

廃棄コ
スト

廃
棄
コ
ス
ト
は

教
員
持
ち

廃
棄
コ
ス
ト
は
す
で

に
予
算
化
済
み

更新・廃棄

・
教
員
の
依
頼

・
引
っ
越
し

な
ど

・
現
物
確
認

A国立大学と
B私立大学のプ
ロセスでは、
「予算編成」の
ところが根本的
に異なる。

B私立大学では
研究計画提出時
に既存設備によ
らない理由や機
器選定理由を確
認し、必要な場
合は別途計上し
ている大学全体
の機器更新用予
算で廃棄等の更
新に対応する。
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【資産管理】資産管理の規定はどうなっているか？（不要決定と除却と廃棄の違い）

【言葉の定義】

①不要決定
物品を不要とする意思
決定こと。

②除却
固定資産の事業用の使
用を中止し、帳簿から
除く処理。
※廃棄しなくても帳簿上除
くことができる（「有姿除
却」という。企業では税務
上損金計上できる）

③廃棄
物理的に廃棄すること。

A大学 B大学 C大学

不要決定

(処分)
第17条　この規則における固定資産等の
処分とは、売却及び廃棄をいう。
2　固定資産等は、業務に必要がなくなっ
たとき又は固定資産管理責任者が止むを得
ない事情があると認めた場合には、処分の
決定をすることができる。
3　前項により固定資産等を処分する場合
は、所定の手続きを経なければならない。

(処分)
第16条　固定資産を処分しようとすると
きは，事務部の長の承認を得なければなら
ない。ただし，当該処分が国立大学法人法
施行規則(平成15年文部科学省令第57号)第
17条に定める重要な財産の処分に当たる
ときは，関係法令に定めるところにより所
要の手続を行うものとする。

(不用の決定等)
第16条　物品管理役は，第7条及び第11条
の規定による報告があった場合において，
これを供用する必要がないと認めるとき
は，当該物品について不用の決定をするこ
とができる。ただし，取得価格が50万円
以上の物品については，別紙第8号様式に
よる物品不用決定等伺書によりあらかじめ
学長の承認を受けなければならない。
2　物品管理役は，前項の規定により不用
の決定をした物品のうち売り払うことが不
利又は不適当であると認めるもの及び売り
払うことができないものは，廃棄すること
ができるものとする。

関連規定 規定なし

第25条　固定資産が次の各号のいずれか
に該当するときは，除却するものとする。
(1)　災害又は盗難等により滅失したと
き。
(2)　著しく減耗し，使用に耐えないと
き。
(3)　陳腐化し，あるいは不適用化して使
用を停止したとき。
(4)　所定の手続により譲渡又は売払等を
行うとき。
(5)　第18条の規定による返還を行うと
き。
(6)　第19条の規定による無償譲渡を行う
とき。

(不用の決定基準)
第17条　前条第1項の規定による物品の不
用の決定をする場合の基準は，次の各号に
掲げる場合とする。
一　物品の修繕が不可能なとき又は修繕に
要する費用が，当該物品に相当する物品の
取得に要する費用より高価であると認めら
れるとき。
二　物品の使用年数の経過，能力の低下，
陳腐化等により新たな物品を取得したほう
が有利であると認められるとき。
三　売払を目的とする物品を処分しようと
するとき。
四　その他物品を供用しないことを適当と
認められるとき。

「有姿除却」の
規定はB大学しか
なかった
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A大学 B大学 C大学
(実査)
第25条　固定資産管理責任者は、有形固定資産(土
地、建物、建物附属設備、構築物及び建設仮勘定を
除く。)について、事業年度ごとに、当該資産の実
査を行い、現品管理状況の適否及び帳簿記録の正否
を実地に確かめなければならない。
2　固定資産管理責任者は、前項の実査を使用責任
者に行わせるものとする。
3　第1項の定めるほか、固定資産管理責任者が必要
と認めたときは、随時実査を実施することができ
る。
4　使用責任者は、固定資産管理台帳と現品の照合
に差異を認めたときは、その原因を調査し、固定資
産管理責任者及び経理責任者に報告をするととも
に、差異の原因について対策を講じ、再発の防止に
努めるものとする。

(現物照合等)
第26条　事務部の長は，毎事業年度，固定資産を対
象として現物と固定資産台帳との照合を実施するも
のとする。
2　事務部の長は，毎事業年度，減損の兆候に関す
る調査を実施するものとする。

(物品管理役等に係る検査)
第28条　学長は，毎事業年度終了後，検査日を定
め，検査員を命じて，別表3に掲げる物品管理役等
が管理する物品及び帳簿(以下「物品等」という。)
について，検査するものとする。
2　前項の検査員は，検査を実施したときは，別紙
第13号様式による検査書を作成し，検査を受けた物
品管理役等に通知するものとする。
(臨時の検査)
第29条　学長は，前条の規定によるほか，必要があ
ると認めるときは，臨時に検査員を命じて物品管理
役等の管理する物品等について検査させることがで
きる。
2　前条第2項の規定は前項の検査員が検査を実施し
た場合に準用する。

【資産管理】資産管理の規定はどうなっているか？（期末の現物確認）

【本来の現物確認】

現物の「ある・ない」を
チェックだけではなく、
①稼働しているか、
②壊れていないのかの
チェックも大切。

壊れている場合には、そ
れをリスト化する修理を
するか廃棄するかを検討
が必要。
同時に、遊休品も洗い出
してリスト化し、稼働さ
せるか処分するかも検討
すべき。

※企業は器具備品でも
「固定資産税」がかかり、
廃棄をすれば税務上損金
で参入することができる
が、大学にはインセン
ティブがない。

固定資産現物確認の際に「現品管理状況の適否」など、
現物の使用状況まで確認するのはA大学しかなかった
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【本分析から見えた点】
国立大学法人と私立大学を比較した際に、私学はほぼ資産総額は一定にもかかわらず、国立大学法人の器具備品の資産総額は
逓増していることがわかる。
その理由は、
①国立大学法人が外部資金で購入した財源が、運営費や間接経費・目的積立金として担保されなければ、廃棄も除却もできな
い。（私立大学も基本は同様だが、学生からの授業料・施設整備負担金などである程度自由に財源がある）
②私学は減価償却に応じて内部で積立を行う会計処理を行うことにより資金を固定化できるが、国立大学法人は経営努力認定
という「現金の裏付けのある利益」として目的積立金として財務省協議を行うことが必要。
③私学は外部資金であっても資産の維持更新について予算査定を行う大学が多く、国立大学法人は獲得する研究者に依存。資
産管理を維持更新まで考えた管理に変える必要がある。

本分析から見えた点と今後の課題

【本分析からの示唆】
①財源の確保
→固定資産を購入する際に、維持・更新経費について、強制的に財源を確保する意識付けが重要。

②会計構造の制度を変える（会計基準上の問題？）
→①の意識付けの上で、固定資産の更新投資について、減価償却に応じて「減価償却特定資産」
などのような、固定的な財源確保をする仕組みを明確化すべき。

③資産管理のガバナンス確保
→②を導入するためにも、更新予定もない資産が積み上げる実態では制度の導入は難しい。今後、研究者任せ、
財務部任せではなく、大学の研究基盤を維持更新するため、全学的な資産管理体制を構築すべき。
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